
 

 

国立大学法人京都工芸繊維大学年俸制適用職員退職手当規則 

 

平成２６年１０月９日制定 

最終改正 平成２８ 年３ 月３ 日 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員就業規則（平成１６年４月１日制定。

以下「就業規則」という。）第６７条の規定に基づき、国立大学法人京都工芸繊維大学年俸制

適用職員給与規則（平成２６年１０月９日制定。以下「年俸制給与規則」という。）の適用を

受ける職員（以下「年俸制適用職員」という。）の退職手当について必要な事項を定める。 

 （適用範囲） 

第２条 この規則の規定による退職手当は、年俸制適用職員（就業規則第２条第３項、第４項、

第９項及び第１０項に規定する者を除く。）のうち、国立大学法人京都工芸繊維大学職員退職

手当規則（平成１６年４月１日制定。以下「退職手当規則」という。）第１６条、第１７条（第

６項を除く。）及び第１８条第２項の規定を準用した場合において、退職手当の算定の基礎と

なる勤続期間に含まれる期間（年俸制給与規則又は年俸制給与規則に相当するものの適用を受

けていた期間を除く。）を有する者（以下「支給対象者」という。）が退職したときに、その

者（支給対象者が死亡した場合は、その遺族）に支給する。 

 （退職手当の額） 

第３条 退職手当の額は、支給対象者が年俸制給与規則の適用を受けることとなった日（退職手

当規則第１７条第２項又は第３項各号に規定する機関（以下「他の国立大学法人等」という。）

において年俸制給与規則に相当するものの適用を受けていた支給対象者が、引き続き年俸制給

与規則の適用を受ける職員として本学に採用された場合にあっては、年俸制給与規則に相当す

るものの適用を受けることとなった日）の前日に、自己の都合により退職したものとみなして、

当該支給対象者が実際に退職した日（教員にあっては、満６３歳に達した日以後における最初

の３月３１日の翌日以降に退職したときは、満６３歳に達した日以後における最初の３月３１

日。）における退職手当規則の規定を準用して算出した額とする。 

２ 支給対象者が本学を退職した後、引き続いて他の国立大学法人等に採用された場合において、

その者が当該他の国立大学法人等において年俸制給与規則及びこの規則に相当するものの適用

を受け、かつ、当該他の国立大学法人等においてこの規則による退職手当に相当するものを支

給されることとなるときは、この規則による退職手当は支給しない。 

 （準用） 

第４条 年俸制適用職員の退職手当に関しこの規則に定めのない事項については、退職手当規則

の規定を準用する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年１０月９日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成３０年１月１日から施行する。 
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